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令和３年度市町村普通会計決算概況 



 

１ 決算の背景 

（１）令和３年度当初の経済見通し 

  ・国内総生産 ５５９.５兆円（名目） 

・経済成長率 名目＋４.４％、実質＋４.０％ 

 

（２）国の令和３年度当初予算 

  ア 一般会計の規模 

   １０６兆６,０９７億円（対前年度比＋３兆９,５１７億円、＋５.７％） 

  イ 一般歳出（国債及び地方交付税等、東日本大震災復興特別会計への繰入れを除く歳出） 

   ６６兆９,０２０億円（対前年度比＋３兆４，０４８億円、＋５.４％） 

  ウ 財政投融資計画 

   ４０兆９,０５６億円（対前年度比＋２７兆６,８６１億円、＋２０９.４％） 

 

（３）地方財政の概要 

  ア 地方財政対策の概要 

令和３年度地方財政対策では、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏まえ、歳出

面においては、人づくり革命の実現や地方創生の推進、地域社会の維持・再生、防災・減災対策等に

対応するために必要な経費を計上するとともに、社会保障関係費の増加を適切に反映した計上を行う

一方、国の取組と基調を合わせた歳出改革を行うこととされた。 

また、歳入面においては、新型コロナウイルス感染症の影響により地方税等が大幅な減収となる中、

地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、令和２年度地方財政計画の水準

を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として、引き続き生ずることとなった大幅な

財源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補塡措置を講じることとされた。 

  イ 地方財政計画の規模 

  ・通常収支分 

   ８９兆８,０６０億円（対前年度比△９,３３７億円、△１.０％） 

   （歳入）地方税 △６.５％、国庫支出金 △３.０％、地方債 ＋２１.２％ 

   （歳出）一般行政経費 ＋１.３％、公債費 ＋０.７％、投資的経費 △６.５％ 

  ・東日本大震災分（平成２４年度から東日本大震災の復旧・復興事業等について区分するため策定） 

① 復旧・復興事業分 ３，３２８億円（対前年度比△５，６５６億円、△６３.０％） 

   （歳入）震災復興特別交付税 △６４.６％、国庫支出金 △６２.２％ 

   （歳出）一般行政経費 △３.５％、投資的経費 △７８.８％ 

② 全国防災事業分 １,０９０億円（対前年度比△２億円、△０.２％） 

（歳入）地方税 △１.６％ 一般財源充当分 ＋３.０％ 

（歳出）公債費 △０.２％ 

ウ 地方交付税総額（震災復興特別交付税除く） 

   １７兆４,３８５億円（対前年度比＋８,５０３億円、＋５.１％） 

 

（４）国及び地方財政の補正措置 

   ・予備費の使用(令和３年４月) 

   ア 国 

    令和３年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費について、令和３年４月３０日に５,

０００億円の使用が閣議決定された。この予備費の使用においては、新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金（事業者支援分）を創設し、５,０００億円を計上することとされた。 

     

   



 

・予備費の使用(令和３年８月) 

   ア 国 

    令和３年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費について、令和３年８月２７日に１兆

４,２２６億円の使用が閣議決定された。 

  

   イ 地方 

    この予備費の使用による歳出の追加のうち後期高齢者医療給付費負担金等に必要な経費について

地方負担の増加が生じることから、当該地方負担については、新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金により措置することとされた。また、全額国費により、新型コロナウイルスワクチ

ンの接種体制の整備、生活福祉資金貸付制度における緊急小口資金等の特例貸付の増額等に係る事

業を計上することとされた。 

 

・補正予算第１号（令和３年１２月） 

ア 国 

     歳出面では、令和３年１１月に以下の経費等の計上が閣議決定された・ 

・新型コロナウイルス感染症の拡大防止、「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と次なる危

機への備え 

・未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動 

・防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保 

・地方交付税交付金 

これらの追加計上のほかにも、既定経費の減額が計上され、また、歳入面では、公債金、税収等

が追加計上された。 

    この結果、一般会計予算の規模は、歳入歳出とも令和３年度当初予算に対し、３５兆９,８９５億

円増加し、１４２兆５,９９２億円となった。 

 

   イ 地方 

    この補正予算においては、国税収入の補正等に伴い、地方交付税が増額されるとともに、歳出の

追加に伴う地方負担の増加が生じること等から、以下の措置が講じられた。 

・１兆９,７００億円を令和３年度の地方交付税総額に加算して増額交付等 

・新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金の増額 

・この補正予算による歳出の追加のうち、投資的経費に係る地方負担については、原則として、

その100％まで地方債を充当できることとし、一部を除き、後年度における元利償還金の50％

を公債費方式により基準財政需要額に算入する等 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額等 

 

（５）令和３年度の経済実績 

  ・国内総生産 ５５０.５兆円（名目） 

・経済成長率 名目＋２.４％、実質＋２.５％ 

 

令和３年の日本経済は、昨年後半から持ち直しの動きが続いているものの、年初から継続的に感染拡

大防止を意図した経済活動の抑制が続いていることで、GDP は危機前の水準を回復していない。輸出や

投資とそれに関連する生産活動には明るさが広がっており、企業利益は増加する中で業況の改善基調も

続いている。一方、人々の生活には感染リスクへの対応が伴っていることから、接触機会の多いサービ

スへの需要は抑制されており、個人消費は一進一退の動きとなっている。こうしたことから、労働需要

の改善テンポも緩やかなものに止まっている。したがって、景気は回復基調にあるものの、自律的な内

需の増加から生産、そして所得の増加へとつながる循環的な動きに力強さを欠いており、下振れリスク

に対する政策の備えは欠かせない状況である。 



 

２ 決算規模 

・歳入総額：９,７２７億円（前年度１兆１,１２０億円） 

・歳出総額：９,２４３億円（前年度１兆７４０億円） 

歳入は対前年度比△１２.５％（△１,３９３億円）、歳出は同△１３.９％（△１,４９７億円）で、

歳入歳出ともに過去最高額であった令和２年度に次ぐ規模となった。３５市町村で実質収支が赤字の団

体はなかった。 

 

（第１表）決算規模の状況 

 （単位：千円、％）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 決算収支 

   実質収支は、４３０億円（対前年度比＋４２.２％）となった。 

   単年度収支は、１２８億円の黒字（前年度は３８億円の黒字）となった。赤字団体は４団体（４町

村）であった。 

 実質単年度収支は、１１１億円の黒字（前年度は１１２億円の赤字）で、６年ぶりの黒字となった。

赤字団体は３団体（１市、２町村）であった。 

 

（第２表）決算収支の状況 

    （単位：千円、％） 

 

 

＜第１図＞ 実質収支比率 

 

 



 

４ 歳入の概要 

（１）歳入決算額の状況 

「市町村税」は、市町村民税（法人税割）では＋５.０％となったものの、市町村民税（所得割）、

固定資産税がそれぞれ△１.６％、△２.５％となったことなどにより、対前年度比△１.０％（△３２

億円）となった。 

「地方交付税」は、普通交付税では＋１８.２％、特別交付税では＋１０.１％となり、対前年度比

＋１７.３％（＋１９５億円）となった。 

｢国庫支出金｣は、特別定額給付金給付事業費等の皆減により、対前年度比△４４.９％（△１,５６

４億円）となった。 

「地方債」は、一般廃棄物処理事業債や旧市町村合併特例事業債等が減となった一方で、臨時財政

対策債が＋６５.３％となり、対前年度比＋９.７％（＋７０億円）となった。（臨時財政対策債を除く

地方債は、対前年度比△１８.７％（△８８億円）。） 

 

（第３表）歳入構成比 

（単位：千円、％） 

 



 

＜第２図＞市・町村別歳入決算額構成比 

 
 

 

＜第３図＞歳入決算額構成比の推移 

 

 

 

※１ 各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利

用税交付金、自動車取得税交付金、自動車税環境性能割交付金及び法人事業税交付金の合計である。 

※２ 国庫支出金は、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。 
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(第４表)市・町村別歳入構成比の推移 

（単位：％） 

 

※１：各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式譲渡所得割交付金、地方消費税交付、

ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、自動車税環境性能割交付金及び法人事業税

交付金の合計である。 

※２：国庫支出金は、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２）市町村税の状況 

市町村税収入額（国民健康保険税を除く）は３,０４０億円で、対前年度比△１.０％（△３２億円）

となった。 

「市町村民税」については、法人税割が＋５.０％（＋９億円）となった一方、所得割が△１.６％

（△１６億円）となったこと等により、全体としては対前年度比△０.５％（△６億円）となった。 

「固定資産税」については、家屋分が△５.７％（△３４億円）、償却資産分が△１.６％（△６億円）

となり、全体としては対前年度比△２.５％（△３５億円）となった。 

「軽自動車税」については、対前年度比＋３.３％（＋２億円）となった。 

税目構成は、市町村民税と固定資産税とで８７.７％を占めており、前年度（８８.１％）と同程度

である。 

 

(第５表)市町村税の状況 

   （単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

 

 



 

５ 歳出の概要 

（１）歳出決算額の特徴 

歳出決算額の構成比は、特別定額給付金給付事業の終了により、目的別内訳では総務費が、性質別

内訳ではその他の経費が大幅に減少した。また、子育て世帯等臨時特別給付金給付事業の実施により、

目的別内訳では民生費が、性質別内訳では扶助費が大幅に増加した。 

 

(第６表)市・町村別歳出決算額構成比の推移 
（単位：千円、％） 

 
 

(第７表)歳出総額に占める単独事業費(普通建設事業費)の推移 
（単位：千円、％） 

 

※１ 単独事業費は狭義の単独事業費である。 ※２ 単独事業費率＝単独事業費÷歳出総額×１００ 

 

単   独 単   独 単   独

事業費 事業費 事業費

比   率 比   率 比   率

平成24年度 762,261,764 △ 1.9 54,813,028 △ 9.5 7.2 626,992,125 44,448,675 7.1 135,269,639 10,364,353 7.7

平成25年度 788,249,667 3.4 60,410,044 10.2 7.7 651,429,996 48,720,545 7.5 136,819,671 11,689,499 8.5

平成26年度 819,244,174 3.9 65,558,674 8.5 8.0 674,323,694 52,563,160 7.8 144,920,480 12,995,514 9.0

平成27年度 836,212,442 2.1 65,319,916 △ 0.4 7.8 684,463,207 50,252,803 7.3 151,749,235 15,067,113 9.9

平成28年度 824,396,957 △ 1.4 74,897,297 14.7 9.1 675,658,313 61,756,035 9.1 148,738,644 13,141,262 8.8

平成29年度 824,375,635 0.0 62,081,322 △ 17.1 7.5 671,857,116 47,430,387 7.1 152,518,519 14,650,935 9.6

平成30年度 819,045,691 △ 0.6 68,452,459 10.3 8.4 669,646,280 49,846,082 7.4 149,399,411 18,606,377 12.5

令和元年度 835,079,471 2.0 69,467,491 1.5 8.3 679,554,630 50,053,687 7.4 155,524,841 19,413,804 12.5

令和２年度 1,074,038,089 28.6 59,338,333 △ 14.6 5.5 886,671,312 44,328,847 5.0 187,366,777 15,009,486 8.0

令和３年度 924,346,907 △ 13.9 49,592,031 △ 16.4 5.4 754,747,310 36,362,226 4.8 169,599,597 13,229,805 7.8

市　町　村　計 市　　　　　　　計 町　　　村　　　計

単独事業費 歳出総額 単独事業費年度

増減率 増減率

歳出総額 単独事業費 歳出総額



 

（２）目的別歳出の状況 

｢総務費｣は、特別定額給付金給付事業の終了により、前年度比△６０.５％（△１,７３５億円）と

なった。 

「民生費」は、子育て世帯等臨時特別給付金給付事業等により、対前年度比＋１３.７％（＋４０６

億円）となった。 

「衛生費」は、新型コロナウイルスワクチン接種事業等により、対前年度比＋３０.２％（＋１９７

億円）となった。 

「商工費」は、新型コロナウイルス緊急経済対策資金預託金事業の減（高崎市）等により、対前年

度比△２０.９％（△１６１億円）となった。 

「教育費」は、学校給食中央共同調理場整備事業（桐生市）、給食センター整備事業（沼田市）の

減等により、対前年度比△１１.２％（△１３１億円）となった。 

    

（第８表）目的別歳出決算額の状況 

（単位：千円、％） 

 

 

 

 

 



 

＜第４図＞市・町村別歳出決算額の目的別構成比 

 

 

＜第５図＞歳出決算額の目的別構成比の推移 
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（３）性質別歳出の状況 

ア 「義務的経費（人件費、扶助費、公債費）」は、対前年度比＋１１.７％（＋４５８億円）となっ

た。 

・扶助費は、子育て世帯等臨時特別給付金給付事業の増により、対前年度比＋２４.１％（＋４３４

億円）となった。 

イ 「投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費）」は２年連続の減となり、対

前年度比△１０.９％（△１２２億円）となった。 

・普通建設事業費は、補助事業費が＋１.３％（＋６億円）、単独事業費が△１６.４％（△９７億

円）となったことなどにより、対前年度比△９.７％（△１０４億円）となった。 

・災害復旧事業費は、△３３.８％（△１８億円）となった。 

  ウ 「その他経費」は、対前年度比△３２.１％（△１,８３３億円）となった。 

・補助費等は、特別定額給付金給付事業の減により、対前年度比△６７.０％（△２,０３９億円）

となった。 

・積立金は、減債基金積立金の増等により、対前年度比＋１５２.８％（＋２１４億円）となった。 

・貸付金は、特別融資預託金の減等により、対前年度比△２３.７％（△１１１億円）となった。 

 

 

（第９表）性質別歳出決算額の状況 

（単位：千円、％） 

 

 

 

 

 



 

＜第６図＞市・町村別歳出決算額の性質別構成比 

 

 

 

 

＜第７図＞歳出決算額の性質別構成比の推移 
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普通建設事業費
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扶助費

人件費

57.6
51.2

59.0

7,547億円 1,696億円9,243億円

義務的経費



 

６ 財政構造の弾力性 

・経常収支比率 

経常収支比率は、物件費や扶助費等、すべての経常経費充当一般財源が増加したが、普通交付税の再

算定や臨時財政対策債の増加により、経常一般財源収入額が大きく増加したため、前年度に比べ５.９

ポイント改善して８８.６％となった。また、経常収支比率が９０.０％以上の市町村は、県内３５団体

中７団体であり、前年度の２３団体から大きく減少した。＜第８図＞ 

経常収支比率の内訳のうち、義務的経費である人件費、公債費及び扶助費はそれぞれ低下している。

＜第９図＞ 

  

【経常収支比率の近年の推移】 

社会保障のために支出される扶助費や公債費など、経常的な経費に充てる一般財源が増加する一方、

地方税や地方交付税など経常一般財源が伸び悩んでいることなどから上昇（財政の硬直化）傾向にあっ

た。特に平成１６年度から平成１８年度にかけて行われた三位一体改革に伴い、地方交付税及び臨時財

政対策債の減少や、国庫補助負担金が廃止・縮小された事務に係る地方団体の経常一般財源所要額の増

加が、比率の高止まりに大きく影響していた。 

しかし、平成２２年度には、地方財政計画の歳出特別枠等によって地方交付税及び臨時財政対策債が

増加したことから、比率が大幅に改善した。 

なお、平成２３年度からは扶助費等の経常経費充当一般財源の増加が続く一方で、児童手当及び子ど

も手当特例交付金や減収補てん特例交付金（自動車取得税）の廃止などにより経常一般財源が伸び悩ん

でいることなどから再び上昇傾向にあったが、令和３年度については地方交付税の再算定、臨時財政対

策債の増加により、大きく低下している。 

 

 

＜第８図＞経常収支比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

＜第９図＞義務的経費に係る経常収支比率の推移 

 

 

 

（第10表）経常収支比率の段階別区分別団体数の推移 

 

 

 

 

 



 

７ 地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移 

（１）地方債現在高の状況 

令和３年度末における地方債現在高は、対前年度比＋０.５％（＋３４億円）となり、７,５４２億

円であった。ただし、臨時財政対策債を除く地方債現在高は、対前年度比△１.３％（△５４億円）減

少し、４,０７４億円であった。 

地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加えた債務総額は８,３２９億円で

あり、歳入総額に対する割合は、対前年度比１０.２ポイント増の８５.６％となっている。 

 

 

（第11表）債務の状況 

（単位：千円、％） 

 

 

 

＜第10図＞地方債現在高と臨時財政対策債の推移 

 

 

 

地方債全体① 増減率 うち臨時財政対策債①' 増減率 ② 増減率 ①＋② ③

723,097,543 0.3 291,572,919 10.0 39,923,468 △ 12.5 763,021,011 796,401,988 95.8

737,619,890 2.0 317,578,337 8.9 45,509,652 14.0 783,129,542 825,662,340 94.8

743,636,553 0.8 336,530,887 6.0 55,665,241 22.3 799,301,794 859,551,513 93.0

747,514,066 0.5 347,024,490 3.1 83,375,814 49.8 830,889,880 876,350,361 94.8

749,275,954 0.2 350,631,814 1.0 90,009,816 8.0 839,285,770 858,222,982 97.8

748,530,166 △ 0.1 351,850,060 0.3 80,943,315 △ 10.1 829,473,481 857,514,668 96.7

754,601,029 0.8 350,928,200 △ 0.3 82,188,776 1.5 836,789,805 852,558,828 98.2

753,270,488 △ 0.2 343,791,868 △ 2.0 77,666,600 △ 5.5 830,937,088 869,057,762 95.6

750,792,472 △ 0.3 337,978,658 △ 1.7 88,176,352 13.5 838,968,824 1,111,994,794 75.4

754,213,691 0.5 346,770,739 2.6 78,725,033 △ 10.7 832,938,724 972,688,700 85.6令和３年度

（①＋②）

   ／③

債務負担行為に係る
翌年度以降支出予定額

債務総額 歳入総額地方債現在高

平成29年度

平成28年度

　　　　区分

年度

平成26年度

平成25年度

平成24年度

平成27年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

4,315 4,200 4,071 4,005 3,987 3,967 4,037 4,095 4,128 4,074

2,916 3,176 3,365 3,470 3,506 3,518 3,509 3,438 3,380 3,468

0
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03

地方債現在高（臨財債除く） 臨時財政対策債

（億円）



 

＜第11図＞地方債現在高と標準財政規模に対する割合の推移 

 

 

 

 

（２）積立金の状況 

令和３年度末における積立金現在高は、対前年度比＋１８.３％（＋３４８億円）となり、２,２４

９億円であった。 

 

（第12表）積立金の状況 

（単位：千円、％） 

 

 

 

 

7,231
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7,500
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（％）（億円）

（年度）

地方債現在高 標準財政規模 地方債現在高÷標準財政規模（右目盛）

　　　　 区分
年度 財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金 合　　　計 増減率

平成24年度 109,961,115 15,022,517 66,450,944 191,434,576 7.2

平成25年度 116,981,889 16,496,578 71,781,918 205,260,385 7.2

平成26年度 112,200,304 16,905,400 70,326,591 199,432,295 △ 2.8

平成27年度 122,878,173 16,616,072 71,817,795 211,312,040 6.0

平成28年度 123,462,340 18,665,735 72,423,438 214,551,513 1.5

平成29年度 114,671,160 17,646,111 77,609,506 209,926,777 △ 2.2

平成30年度 114,574,156 14,535,934 73,218,091 202,328,181 △ 3.6

令和元年度 108,447,163 11,706,968 71,229,761 191,383,892 △ 5.4

令和２年度 107,208,077 10,887,502 72,052,448 190,148,027 △ 0.6

令和３年度 122,410,433 21,219,936 81,273,189 224,903,558 18.3



 

（３）地方債、債務負担行為及び積立金現在高の状況 

地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を差し引いた額

（地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担）は、６,０８０億円となった。これは、

標準財政規模に対する比率にして１２１.６％の規模となっており、前年度に比べて１４.３ポイント

減少した。 

 

 

（第13表）地方債、債務負担行為及び積立金現在高の状況 

（単位：千円、％） 

 

 

 

 

＜第12図＞地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移 
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８ 東日本大震災に係る事業 

（１）復旧・復興事業 

東日本大震災に係る復旧・復興事業に要した経費は０.７億円で、対前年度比△２７.９％（△０.

３億円）となった。 

・主な事業 放射線測定委託等 

・主な歳入 一般財源等 

 

（２）全国防災事業 

東日本大震災に係る全国防災事業に要した経費は１７億円で、対前年度比△１３.７％（△２.７億

円）となった。 

・主な事業 全国防災事業債の償還金等 

・主な歳入 一般財源等 

  

 

（第14表）東日本大震災関連の各事業に係る歳入 

（単位：千円、％） 

 

 

 

 

（第15表）東日本大震災関連の各事業に係る目的別経費 

（単位：千円、％） 

 


